
令和６年度 第２回ゼロカーボン研究会

瀬戸内市の取組紹介

「地球温暖化対策を活用して地域にお金を生み出し、
住みやすいまちになることを目指して」

令和６年９月２６日（木）

瀬戸内市 環境部生活環境課 主査 坪本 美希

資料４



1瀬戸内市

瀬戸内市の脱炭素に関する経緯
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2瀬戸内市

瀬戸内市の方向性を示す大切な計画

＝瀬戸内市総合計画 『市の将来像』

瀬戸内市の目指す姿

総合計画を環境面から推進する計画

＝瀬戸内市環境基本計画 『環境の将来像』

人と自然が織りなす しあわせ実感都市 瀬戸内

豊かな自然と快適な暮らしが調和するまち 瀬戸内市
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• R3年度に改訂

• 豊かな自然を守りながら、快適な暮らしを両立させるためには、
何を目指し、どう取り組めばいいのか？

• 市役所の中で、地域の課題を把握している職員20名で集まり、
瀬戸内市の目指す姿を考えました。

第2次瀬戸内市環境基本計画の改訂
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• 位置：瀬戸内市中央部南寄り

• 面積：約500ヘクタール

錦海塩田跡地とは

塩業最盛期
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跡地を活かすために

発電所敷地面積 約260ヘクタール（パネル設置面積：約230ヘクタール）

発電所規模

パネル出力：最大約235MWp

太陽電池パネル：約90万枚を設置
想定平均発電電力量：年間約26万ＭＷh

（一般家庭約8万世帯分の消費電力量に相当）

自然保護措置
希少生物に配慮したパネル配置、環境モニタリング調査の実施、チュウヒの
餌場の創設、チュウヒ営巣期間中の作業時の配慮等

総事業費 約1,100億円

出資企業／
出資額

総額 約200億円
GE・エナジーファイナンシャルサービス、東洋エンジニアリング株式会社
株式会社中電工、くにうみアセットマネジメント株式会社

融資機関／
融資額

総額 約900億円
三菱東京UFJ銀行、みずほ銀行、三井住友銀行を共同幹事とし、中国
四国地方の金融機関も多数参加するシンジケート団による融資

出した答えは、太陽光発電事業

日本
最大級



パネル設置前  
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瀬戸内Kirei太陽光発電所 平成30年10月 発電事業開始  

年間 192,000ｔのCO2削減効果

（瀬戸内市の排出量の約半分）



8瀬戸内市

跡地活用により市が得る貸付料収入を計画的に活用

太陽のまちプロジェクト

太陽のまち

基金

貸付料
（約20年間）

100.5
億円

跡地維持管理

60.5億円

まちづくり 40億円

【方針１】

地域資源を

活かしたまちづくり

【方針２】

好循環を

もたらすまちづくり

【方針３】

将来につながり、子どもたちがまちに誇りを
持てるまちづくり
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錦海塩田跡地事業の成功を活かし、

瀬戸内市は、

「太陽光発電を軸とした

 ゼロカーボンへの取組

（経済×社会×環境）」
をまちづくりの中心に添え、
脱炭素化を推進することとしました。

瀬戸内市の環境の目指す姿
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第2次瀬戸内市環境基本計画を改訂

瀬戸内市第2次瀬戸内市環境基本計画（改訂）より

市のめざす環境の将来像 ～太陽と海が織りなす 成長ビジョン～
豊かな自然と快適な暮らしが調和するまち 瀬戸内市
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瀬戸内市のゼロカーボンの実現に向け、

環境省が実施する2つの事業（重点対策加速化事業と脱炭素先行地域づくり事業）に

応募し採択を受けました。

その内、脱炭素先行地域づくり事業では、地域電力会社を立ち上げ、

公共施設や一般家庭の二酸化炭素排出の大半を占める電力のゼロカーボン化を

進めることで、瀬戸内市全体のゼロカーボン化を推進する計画としています。

交付金の選定状況

計画期間：令和4年度～令和9年度

対象地域：瀬戸内市全域

総事業費：39億円

交付金額：8.5億円

重点対策加速化事業
（令和４年5月選定）

計画期間：令和5年度～令和10年度

対象地域：玉津・裳掛地区と市内全公共施設

総事業費：50億円

交付金額：33.8億円

脱炭素先行地域づくり事業
（令和５年4月選定）

地域電力会社の
設立を計画
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重点対策加速化事業_概要

（家庭用） （事業者用）
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みやまパワーHD㈱・邑久町漁業協同組合・㈱岡山村田製作所・㈱中国銀行・
備前日生信用金庫との共同提案により、第3回脱炭素先行地域づくり事業に
応募し、R5年4月に選定

脱炭素先行地域づくり事業_概要
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脱炭素先行地域の対象エリアは、
玉津地区及び裳掛地区（下記オレンジ色の枠内）、株式会社岡山村田製作所、
全公共施設

脱炭素先行地域づくり事業_先行エリア



15瀬戸内市

脱炭素先行地域づくり事業_木質チップ活用
• 脱炭素先行地域の取組の一つとして、カキ養殖に伴い発生する廃棄イカダを

チップ化し、チップをバイオマス小型炉の燃料として再利用

• 主要な地場産業である漁業に関するアマモ場再生の取組も、漁協組合の協力により、
市民の環境学習の場としても活用
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MSC認証

邑久町漁協は、持続可能な漁業
を目指して、世界で初めて垂下式
牡蠣養殖でMSC認証を取得

世界的な乱獲問題を解決するため
に生まれたのが、

MSCの認証制度と

MSC「海のエコラベル」！

水産資源と環境に配慮し、適切に
管理された持続可能な漁業で
獲られた水産物の証
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地域電力会社_法人概要

本社 瀬戸内市邑久町尾張39-41

代表取締役 田野 宏

設立 2024年2月

資本金 2,000万円

株主構成

瀬戸内市

邑久町漁業協同組合

株式会社ちゅうぎんエナジー

備前日生信用金庫

85%  1,700万円

5%        100万円

5%        100万円

5%        100万円
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地域電力会社_設立の効果

市外に流出している
電気代金を市内に
還流させる仕組みを
つくることができます

02

事業収益の一部を
コミュニティサービス等に
充当することで、
住民生活の向上に
寄与することができます

03

燃料価格の変動に
左右されない価格での
電力供給が可能と
なります

05

地域のゼロカーボン
推進の担い手に
なります

01

太陽光パネルと蓄電池を
一体で整備することで、
災害に強い地域づくりに
つながります

04
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地域電力会社_事業内容

小売電気事業の需要家に

対して、電力の使用状況の

データから、有効な省エネ情

報を提供します。

PPA契約者の自家発電で不足

する電力や、PPA契約していない

方への電力を供給します。

瀬戸内市民電力が発電した電力、

および地域内の卒FITや非FIT

電源を活用し、再生可能エネル

ギー由来の電力を供給します。

瀬戸内市民電力が市内の需要家

（自治体や個人等）の屋根や敷地

に太陽光発電設備と蓄電池を

設置し、需要家に再生可能エネル

ギー由来の電力を供給します。

小売電気事業発電事業（PPA事業）
エネルギー

マネジメントサービス
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瀬戸内市民電力株式会社は、瀬戸内市と連携しながら、

環境省の交付金事業である「脱炭素先行地域づくり事業」を活用し、公共施設や

先行エリアとした玉津・裳掛地区の省エネも含めたゼロカーボン化を推進します。

その後、徐々に市内全域へ事業を拡大し、市内全域のゼロカーボン化へ寄与する

ことを目指します。

地域電力会社_事業スケジュール



21瀬戸内市

今後の展開

今回の取組は、環境基本計画での重点施策①地産の再エネ発電利活用促進が
メインとなります。今後は、「農業・漁業が栄え人も企業も集りやすい環境」を目標に
自然・食・教育・防災・健康・福祉・交通へと環境面からも派生させ、
誰もが住みやすい、住んで良かったと思える瀬戸内市となることを目指します。
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ご清聴いただき、ありがとうございました。


